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◎ 会のうごき 

○ 全国市長会海外都市行政調査団の派遣について  

本会では、平成 15 年度の海外都市行政調査団をⅠ米国・カナダ、Ⅱ北欧、Ⅲ欧

州の３地域に派遣することとしておりますが、このたび各調査団の派遣計画を下記

のとおり策定し、４月下旬に各市にご案内いたしました（平成 15 年４月 23 日付、

発調第９号参照）。本調査団では、各国の諸都市における環境対策、福祉対策、都

市の情報化等の実情を調査するとともに、都市行政の責任者との交流や意見交換を

行うこととしておりますので、是非とものご参加をお願い申し上げます。  

 
記  

 
Ⅰ 米国・カナダ都市行政調査団  

（１） 派遣期間  平成 15 年７月 13 日（日）～24 日（木）  

（２） 訪問国及び公式訪問都市  

米 国：サンノゼ市［高度情報システムによる住民サービス、職場管理］  

ボイジー市［都市計画］  

全国市長会調査広報部  
 〒102-8635 

  東京都千代田区平河町 2-4-2 

  TEL03-3262-2316 FAX03-3263-5483 

  ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www.mayors.or.jp/ 



2/5 
全国市長会会報第 662 号 平成 15 年５月１日 

カナダ：エドモントン市［ダウンタウンの活性化、住宅問題等］  

バンフ市［環境対策］  

ジャスパー市［環境対策］  

（３） 総経費   ￥641,000．－  

（４） 申込期限  平成 15 年５月 13 日（火）  

（５） 事前打合会 平成 15 年６月 13 日（金）  

 
Ⅱ 北欧都市行政調査団  

（１） 派遣期間  平成 15 年８月 17 日（日）～24 日（日）  

（２） 訪問国及び公式訪問都市  

デ ン マ ー ク：ロスキレ市［高齢者福祉］  

スウェーデン   ：ストックホルム市［情報化］  

フィンランド    ：ヘルシンキ市［環境対策］  

       タンペレ市［情報化］  

（３） 総経費   ￥560,000．－  

（４） 申込期限  平成 15 年６月 17 日（火）  

（５） 事前打合会 平成 15 年７月 10 日（木）  

 
Ⅲ 欧州都市行政調査団  

（１） 派遣期間  平成 15 年 10 月５日（日）～16 日（木）  

（２） 訪問国及び公式訪問都市  

イギリス  ：イプスウィッチ市［情報化］  

     スウィンドン・バラ・カウンシル市［中心市街地活性化］  

ド イ ツ：ハム市［環境対策］  

     ムーアス市［介護保険、高齢者福祉］  

ス イ ス：チューリッヒ市［廃棄物処理とリサイクル］  

フランス  ：イッシー・レ・ムリノ市［情報化］  

（３） 総経費   ￥578,000．－  

（４） 申込期限  平成 15 年８月５日（火）  

（５） 事前打合会 平成 15 年９月９日（火）  

 
（担当：調査広報部）  
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◎ 社会保障審議会（第 11 回） 

  社会保障審議会（会長・貝塚啓明  中央大学法学部教授）が、４月 21 日、厚生労

働省において開催された。             

  会議では、厚生労働省から、「社会保障に関する制度横断的検討」について説明が

あった後、前回に引き続き、社会保障の給付のあり方について審議を行った。  

  本会からは、委員の青木立川市長（全国市長会会長）が出席した。  

                             （担当：社会文教部）  

 
◎ 税制調査会総会 

政府の税制調査会（会長・石弘光氏）は、４月 22 日、財務省において第 40 回総

会を開催した。 

  総会では、石会長から基礎問題小委員会、金融小委員会の審議状況報告があり、

その後、委員による自由討議が行われた。 

  また、委員の松浦高崎市長は欠席されたが下記の意見を提出した。 

なお、税制調査会では、本年６月までに、中期答申をとりまとめる予定とされて

いる。 

記  

 
平成 15 年４月 22 日  

 
 税制調査会長  

    石  弘 光 様  

 
                                                      税制調査会委員  

                               松 浦 幸 雄  

 
地方への税源移譲の取り組みについて 

 

本来でありましたなら、出席の上発言の機会をいただくべきところでありますが、

欠席せざるをえませんので、書面にてお伝えさせていただきます。 

 
①  国と地方の問題については、４月８日に開催された基礎問題小委員会において、

議論がなされたようでありますが、いわゆる三位一体の改革のうち税源移譲につ

きましては、「廃止する国庫補助負担金の対象事業の中で引き続き地方が主体と
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なって実施する必要のあるものについては、移譲の所要額を精査の上、地方の自

主財源として移譲する」旨昨年６月に閣議決定がなされています。  

 
②  国庫補助負担金の廃止・縮減が、単なる地方への負担転嫁とならないためにも、

必要な財源が地方の自主財源としてきちんと移譲されることは、三位一体改革の

大前提です。  

 
③  ４月８日の会長記者会見録を拝見させていただきましたが、私も国と地方各々

の歳入歳出ギャップの解消は極めて重要な課題であり、引き続き当調査会におい

て検討を深めていく必要があると考えます。 

 

④  これと同様に重要な課題として、昨年６月の閣議決定を踏まえて、国庫補助負

担金の廃止・縮減に伴う税源移譲の問題に取り組む必要があると思います。 

（担当：財政部） 

 

◎ 新市の紹介 

平成 15 年４月 21 日及び５月１日に次の２市が市制施行いたしましたので、ご紹

介いたします。  

 ○ 山口県周 南
しゅうなん

市  
  所在地  〒745－8655 山口県周南市岐山通１丁目１番地  

  電 話  0834（22）8211 

  人 口  157,817 人  

  面 積  656.09ｋ㎡  

 

 ○ 岐阜県瑞穂
み ず ほ

市  
  所在地  〒501－0293 岐阜県瑞穂市別府 1288 番地  

  電 話  058（327）4111 

  人 口  47,152 人  

  面 積  28.18ｋ㎡  

 
  周南市及び瑞穂市の誕生により、平成 15 年５月１日現在の全国の市数は 677 とな

ります。  

（担当：総務部）  
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◎ 市長の選挙 

（選挙日）  （市   名）  （市  長  名）  （当  選  回  数）  
    ４月 13日 静岡県静岡市  小 嶋 善 吉  新任（４月 13 日就任）  

（担当：総務部）  

 
◎ 市長の退任 

（退任日）  （市   名）  （市  長  名）   
     ４月 20日 山口県徳山市  河 村 和 登  
     ４月 20日 山口県新南陽市  吉 村   昌  

（担当：総務部）  

 

◎  行事予定 

月  日  時 間        会   議   名   所  管     場       所 

５月４日 

  ～９日 

 全国市長会米国訪問団 調 査 広 報 部  

５月 16 日 10：00 平成 15 年度全国都市税財政

主管者研修会 

財 政 部 日 本 都 市 セ ン タ ー

コ ス モ ス ホ ー ル

        （担当：企画調整室）  

 
※ 「会報」の情報は全国市長会のホームページ（メンバーズページ）でもご覧いただけます。 

 


